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「Yahoo!ニュース」でダウ・ジョーンズ社の金融

関連情報を配信開始

(「Yahoo!ニュース」のURL：news.yahoo.co.jp/headlines)

　日本最大のアクセスを誇るウェッブサイトYahoo! JAPAN（本社：東京都港区、社長：井上

雅博）は、ダウ・ジョーンズ社の協力により「Yahoo!ニュース」において金融関連の情報提供サ

ービスを開始しました。

　この度の「Yahoo!ニュース」における金融関連の情報提供サービスは、ダウ・ジョーンズ社が

発信する英語の「ダウ・ジョーンズ・ニューズワイヤーズ」の中から、米国の金融市場情報と企

業ニュースを中心に翻訳した日本語ニュースです。月曜日から金曜日まで一日30本以上のニュー

スを「Yahoo!ニュース」内の「マーケットサマリー」と「企業」の2つのカテゴリにて情報配信

します。

ダウ・ジョーンズ社は、100年以上もの間、世界の金融情報サービスの分野をリードし、「ウォ

ール・ストリート・ジャーナル」や、「ダウ・ジョーンズ・ニューズワイヤーズ」の発信元とし

て投資家から高い評価と信頼を得ています。

　今後も、「Yahoo!ニュース」では、世界の経済、米国のマーケット情報をいち早く提供する

ために、サービスの充実を図っていきます。

「Yahoo!ニュース」「マーケットサマリー」のURL ：news.yahoo.co.jp/headlines/brf

「Yahoo!ニュース」「企業」のURL ：news.yahoo.co.jp/headlines/biz

【Yahoo!ニュース】news.yahoo.co.jp/headlines

「Yahoo!ニュース」では、国内、海外、経済、企業、産業、コンピュータ、スポーツ、エンター

テインメント、マーケット・サマリー、地域などのニュース速報、それらをテーマ別に特集した
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トピックス、さらに「写真ニュース」、「動画ニュース」や小中学生向けに「きっずニュース」

の情報を提供しています。

【ダウ・ジョーンズ社について】

ダウ・ジョーンズ社（NYSE: DJ; URL：www.dj.com）が行っている事業
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米国地方新聞、オタウェイ・グループ、ファクティバ（ロイター社との合弁企業）、CNBCアジ

ア・テレビ、CNBCヨーロッパ・テレビ（NBC社との合弁企業）。（ なお、ダウ・ジョーンズ

社は米国CNBC社へもニュース・コンテンツを提供しています。）

【Yahoo! JAPAN】www.yahoo.co.jp

Yahoo! JAPAN（登録銘柄・コード番号 4689）は1か月あたり約1550万人のユニーク・ユー

ザー数※と、一日1億800万ページビューのアクセスを誇る総合情報サイトで、ディレクトリ・

キーワード検索サービスをはじめ、ニュース速報や天気予報、株価情報、企業情報、スポーツ速

報、旅行情報、テレビ番組表、大学受験と資格情報、地図情報、就職・転職情報、自動車カタロ

グ情報、鉄道や空路の経路情報、不動産物件の賃貸・売買情報、グルメ情報、占い情報、インタ

ーネット上での音声・動画配信サービス、コンピュータ関連情報、辞書検索機能、音楽関連情報

などの情報提供サービス、ネットワーク型対戦ゲーム、掲示板、パーソナルチャットツール機

能、グリーティングカードサービス、ホームページ開設サービス、スケジュール管理などのコミ

ュニテイー・サービス、ショッピング、オークションなどのコマース・サービス、さらにこれら

の情報をカスタマイズ編集できるサービス、子ども向け検索サイト、携帯端末向けサービス等、

広範囲にわたるコンテンツを提供しています。

Yahoo!のグローバルネットワークは、アメリカをはじめ、日本、カナダ、アルゼンチン、ブラジ

ル、メキシコ、イタリア、イギリス/アイルランド、スウェーデン、スペイン、スペイン語、デン

マーク、ドイツ、フランス、ノルウェー、アジア、オーストラリア/ニュージーランド 、韓国 、

香港、シンガポール、台湾、中国、中国語、インドの世界24か国と地域、12言語でサービスを

提供しています。

※日本リサーチセンターの視聴率調査（JAR Report vol. 19：調査期間 6/19～7/17）をもとに算出。


